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　（目的）

第１条　この規程は、社会福祉法人一幸会（以下「法人」という。）が保有する個人時報

　の適正な取扱についの基本的事項を定め、個人の権利利益の保護を図るとともに、事業

　の適正かつ円滑な運営に資することを目的とする。

　（定義）

第２条　この規程において「個人情報」とは、個人に関する情報であって、当該情報に含

　まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（

　他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）をいう。

２　この規程において、「固有個人情報」とは、法人の役職員（常勤の理事及び職員をい

　う。以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した個火防報であって、役職員が組織利用

　するものとして、法人が保有するものをいう。

３　この規程において「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方法その他人の知覚によ

　って認識できない方法で作られた記録であって、法人が管理しているものをいう。

　(法人等の責務)

第３条　法人は、その取り扱う個人情報の漏洩、滅失又は棄損の防止その他個人防報の安

　全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。

２　法人の役職員は、職務上知り得た個火防報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

　に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。

　（収集の制限）

第４条　法人は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱う事業の目的を明確にし

　、当該事業の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集し

　なければならない。

２　法人は、思想、信教及び信条に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる個人情

　報については、収集してならない。ただし、法令、条例及び法人の規則、規程（以下「

　法令等」という。）に定めかおる場合及び個人情報を取り扱う事業の目的を達成するた

　めに当該個人情報が必要かつ欠くことができない場合は、この限りでない。

３　法人は、個人情報を収集するときは、本人から収集しなければならない。ただし、次

　の各号のいずれかに該当するときは、この限りではない。

　出　本人の同意かおるとき。

　（2）法令等の規定に基づくとき。

　（3）出版、報道等により公にされているとき。

　（4）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得



　ることが困難なであるとき。

（5）所在不明、精神上の障害による事理を弁識する能力の欠如等の事由により、本人か

　ら収集することができないとき。

（6）争訴、選考、指導、相談等の事業で本人から収集したのではその目的を達成し得な

　いと認められるとき、又は事業の性質上本人から収集したので事業の適正な執行に支

　障を及ぼすおそれかおるとき。

　(適正な取得)

第５条　法人は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。

　(閲覧)

第６条　法人は、別紙第１の様式により、保有個人情報に閲する事項について目録を作成

　し、本人の知り得る状態に置き、閲覧に供するものとする。ただし、専ら法人の職員又

　は職員であった者に係る事項については、この限りでない。

　(適正管理)

第７条　法人は、個人情報を取り扱う事業の目的の達成に必要な範囲内において、保有個

　人情報を正確にかつ最新の内容に保つよう努めなければならない。

２　法人は、保有個人情報の漏洩、滅失及び棄損の防止その他個人情報の適正な管理のた

　め必要な措置を講じなければならない。

３　法人は、保有する必要がなくなった個人情報を確実に、かつ、速やかに破棄し、又は

　消却しなければならない。ただし、歴史的資料として特別に管理されるものについては、

　この限りではない。

　(委託に伴う措置)

第８条　法人は、個人情報を取り扱う事務の全部又は一部を委託する場合は、その取り扱

　を委託された個人情報の安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適

　切な監督を行うとともに、次の各号に定める措置を講じなければならない。

　(1)再委託の禁止

　(2)第三者への提供の禁止

　(3)委託された事業以外への使用禁止

　(4)複写及び複製の禁止

　(5)秘密保持の義務

　(6)返還及び廃棄の義務

　(7)事故発生時における報告の義務

　(受託者等の義務)

第９条　法人から個人情報を取り扱う事業を受託したものは、前条に基づき個人情報を漏

　洩、滅失又は棄損の防止その他個人情報の適正な管理のための必要な措置を講じなけれ

　ばならない。

２　前項の受託事業に従事している者又は従事した者は、その事業に関して知り得た個人



　情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

　（個人情報の利用及び提供の制限）

第10条　法人は、個人情報を取り扱う事業の目的を越えた個人情報の法入内における利用

　及び法人以外への提供（以下「目的外利用・提供」という。）をしてはならない。

２　法人は、前項の規定に係わらず、次の各号のいずれかに該当するときは、目的外利用

　・提供をすることができる。

　出　本人の同意かおるとき。

　（2）法令等の規定に基づくとき。

　（3）出版、報道等により公にされているとき。

　（4）人の生命、身体又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

　（5）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けたものが法令の定める事業を遂

　　行することに大して協力する必要かおる場合であって、本人の同意を得ることより当

　　該事業の遂行に支障を及ぼすおそれかおるとき。

３　法人は、目的外利用・提供をするときは、本人及び第三者の権利利益を不当に侵害す

　ることのないようにしなければならない。

　（個人情報の外部提供に伴う制限）

第11条　法人は、保有する個人情報を法人以外のものへの提供（以下「外部提供」という

　。）をする場合は、外部提供を受けるものに対し、個人清報の使用目的若しくは使用方

　法の制限その他の必要な制限を付し、又はその適切な取扱いについて必要な措置を講ず

　ることを求めなければならない。

２　法人は、法令等の規定に基づくとき、又は事業の遂行上必要かつ適切と認められ、及

　び個人情報のについて必要な保護措置が講じられているときを除き、オンライン結合（

　法人が管理する電子計算機その他の機器と通信回線を用いて結合し、法人が保有する個

　人情報を法人以外のものが随時入手し得る状態にする方法をいう。）による個人情報の

　提供してはならない。

　（開示の中出）

第12条　法人は、本人から、当該本人が識別される個人情報の開示の申出（以下「開示中

　出」という。）がされたときは、保有個人情報の文書又は電磁的記録（以下「中出対象

　文書」という。）された自己を本人とする個人情報（以下「自己情報」という。）を開

　示しなければならない。

２　前項の開示申出は、未成年者又は成年枝後見人の法定代理人その他法人が特別の理由

　があると認めるもの（以下「代理人等」という。）は、本人に代わってすることができ

　る。

　（開示中出の方法）

第13条　前条の規定に基づき開示申出をしようとする者（以下「開示中出者」という。

　は、法人に対して、別紙第２の様式により自己情報開示申出書（以下「開示申出書」

　いう。）を提出しなければならない。

）

と



２　開示申出者は、法人に対して、当該開示申出に係る個人情報の本人又はその代理人等

　であることの証明することを示す書類を提供し、又は提供しなければならない。

３　法人は、開示申出者に形式上の不備があると認めるときは、開示申出者に対し、相当

　の期間を定めてその補正を求めることができるものとする。

４　前項の補正を求められた開示申出者が補正を行わない場合は、当該開示申出に応じな

　いことができる。

　（開示しないことができる個人情報）

第14条　法人は、開示申出に係る個人情報が次の各号のいずれかに該当するときは、保有

　個人情報を開示しないことができる。

　出　法令等の定めるところにより、開示することができない情報。

　（2）個人の評価、診断、判断、選考、指導、相談に開する情報であって、開示すること

　　により、事業の適正な執行に支障が生ずるおそれのある情報。

　（3）交渉、調査、争訟等に開する個人情報であって、開示することにより、事業の適正

　　な執行に支障が生ずるおそれかおる情報。

　（4）開示することにより第三者の権利利益を侵害するおそれのある情報。

　（5）国、地方公共団体その他関係機関（以下「国等」という。）との間における協議、

　　協力等により作成し、又は収集した個人情報であって、開示することにより、国等と

　　の協力関係又は信頼関係が損なわないと認められる情報。

　（6）法定代理人等による開示の中出がなされた場合であって、開示することより、当該

　　未成年者又は成年枝後見人本人の権利利益を害するおそれがあると認められる情報。

　（一部開示）

第15条　法人は、開示申出に係る個人情報に、前条各号のいずれかに該当することにより

　開示しないことができる個人情報（以下「非開示情報」という。）とそれ以外の個人情

　報とがある場合において、これらの個人情報を容易に、かつ、開示中出の趣旨を損なわ

　ない程度に分離でき石ときは、非開示情報を除いて開示するものとする。

　(個人情報の存否に開する情報)

第16条　開示中出に対し、当該開示申出に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだ

　けで、不開示情報を開示することになるときは、法人は、当該個人情報の存否を明らか

　にしないで、当該開示中出を拒否することができる。

　（開示申出に対する決定）

第17条　法人は、開示中出のあった日から15日以内に、開示申出者に対して、開示申出に

　係る個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定又は開示しない旨の決定（前条の規定

　により開示申出を拒否するとき及び開示中出に係る個人情報が記録された中出対象文書

　を保有していないときの当該決定を含む。）をしなければならない。

２　法人は、前項の決定（以下「開示決定等」という。）をしたときは、開示申出者に対

　し、遅滞なく別紙第３の様式により通知しなければならない。

３　法人は、やむを得ない理由により、第１項に規定する期間内に開示決定等をすること



　ができないと認められるときは、30日以内に決定するものとする。

４　法人は、第１項の規定により開示申出に係る個人情報の全部又は一一部を開示しないと

　したときは、その理由を第２項の通知に記載しなければならない。

５．法人は、開示決定等をする場合において、当該決定に係る個人情報に法人以外のもの

　との開における協議、協力等により作成し、又は収集した個人情報かおるときは、あら

　かじめ、その者の意見を聴くことができる。

　(開示の方法)

第18条　法人は、保有個人情報の開示について、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ

　当該各号に規定する方法により行う。

　出　保有個人情報が文書に記録されている場合

　　　　　当該文書の当該個人情報に係る部分の閲覧又は写しの交付

　(2)保有個人情報が電磁的記録の場合

　　　　　当該電磁的記録から印字放置を用いて出力した書類の当該個人情報に係る部分

　　　　閲覧又は写しの交付

２　法人は、前項第１号に規定する方法により個人情報を開示しようとする場合において

　、当該文書が汚損され又は破損されるおそれがあるときその他合理的な理由かおるとき

　は、同号の定めに係わらず当該文書の写しにより開示することができる。

　(訂正の申出ができもの)

第19条　第18条第１項の規定による開示の回答を受けた自己情勢に事実の誤りがあると認

　めるときは、その訂正の申出をすることができる。

２　第12条第２項の規定は、ていせいの中出について準用する。

　（削除の申出ができるもの）

第20条　法人が第４条の規定に反して自己情勢を収集し、又は第４条第３項の規定に反し

　て自己情報を保有していると認めるときは、その削除の申出をすることができる。

２　第12条第２項の規定は、削除の申出について準用する。

　（目的外利用及び外部提供の中止の申出ができるもの）

第21条　法人が第10条第１項又は第11条の規定に反して自己情報の目的外利用又は外部提

　供をしたと認められるときは、その中止の申出をすることができる。

２　第12条第２項の規定は、中止の中出について準用する。

　（訂正等の申出の方法等）

第22条　第18条から前条の規定に基づき訂正、削除、中止（以下「訂正等」という。）の

　申出をしようとする者は、法人に対して、別紙第４の様式による自己情報訂正等申出書

　を提出しなければならない。

２　訂正等の申出をしようとする者は、当該訂正等を求める内容が事実に合致することを

　明らかにする書類等を法人に提出し、又は提示しなければならない。

３　第12条第２項及び第３項の規定は、訂正等の中出に準用する。



　（訂正等の申出に対する決定）

第23条　第17条各号の規定は、訂正等の中出に対する決定（以下「訂正等決定」という。）

　に準用する。

　(費用の負担)

第24条　この規程による個人情報の開示及び訂正等に係る費用は、無料とする。

２　開示申出に係る文書の開示を受けたものが、その写しの交付を受ける場合は、交付す

　る写しの枚数１枚につき10円を負担しなければならない。

　（異議の中出）

第25条　開示申出者又は訂正等の申出者は、第17条第１項による開示決定等又は第23条に

　よる訂正等の決定について、不服かおるときは、法人に対して書面により異議の申出（

　以下「異議申出」という。）ができる。

２　前項の異議申出は、開示決定等又は訂正等決定があったことを知った日の翌日から起

　算して60日以内に行わなければならない。

３　前項の異議申出があった場合は、法人は、当該異議申出のあった日から原則として15

　日以内に対象となった開示決定又は訂正等決定について再度の検討を行った上で、当該

　異議申出について回答を書面により行うものとする。

４　法人は、やむを得ない理由により、前項に規程する期間内に異議中出に対する回答を

　行うことができなんと認められる場合は、30日以内に決定するよう努めるものとする。

５　第３項及び前項に定める異議中出に対する対応は、別に定める苦情解決に開する規程

　　（平成16年８月１日施行、以下「苦情解決規程」という。）により行うものととする。

　(苦情の処理)

第26条　法人は、個人情報の取扱いに関する苦情について、適切かつ迅速な処理に努めな

　ければならない。

２　前項の苦情を適切に処理するための対応は、別に定める苦情解決規程により行うもの

　とする。

　(他の制度との調整)

第27条　他の法令等の規定により、法人に対して個人情報の開示等の申出その他これに類

　する申出ができる場合は、その定めるところによる。

　(委任)

第28条　この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。

付　則

　この規程は、平成16年８月１日から施行する。



別紙１

個人情報取扱事業の目録

事　業

一

事　業

の　名

の　目

称

－

的
(根拠法令 ）

作成の事業所

作　成　年　月　日

基

□

□

□

□

□

心

□

□

□

□

個　人

年　月

情　報

日

の　記

本　的　事　項1経歴・社会的活動

識別記号番号

氏名

性別

□　職業・職歴

□　学歴

｜□

生年月日・年齢で］

住所・電話番号ｉ□

身　の　状　況

健康状態

病歴

障害の状態

介護の状態

資格

成績、評価

所属団体

　そ　　の

□　趣味

□　嗜好

家

□

□

□

□

□

年　月

録　項

庭の状況

家族関係

婚姻暦
生活記録

親族関係

住居

思想

□
□

・信条当の

　有

　無

目

･●●-W-■

　1

　僕

□

□

□

□

□

他

日開始（変更）

－■φｙｑ

産の状況
財産、収入

納税状況

公的扶助

－－ｙｒ－－４

有の場合の内容

□　支持政党

□宗教

□主義主張

□　その他
● － ● ｄ

電子計算処理 □有 □　無個人情報の

処理形態 法人以外のものとのオンライン結合 □有 □無

個人情報の収集先

□

□

□

本人又は家族

他介護サービス事業所

同一法入内での利用

□

□

□

本人・家族以外

国又は地方公共団体

出版、報道等

個人情報の利用

提　供　の　有　無

□　有　　　　□

　　　　　　　□

　　　　　　　□

□　無（同一法入内のみでの利用を含む。）



別紙２

自己情報間 示　申 出　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
社会福祉法人一幸会

　理事長　　　　　　　　　　　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申出者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

個人情報規程第13条第１項の規定により、次のとおり自己情報の開示を申出ます。

開示申出に係る

自己情報の内容

（知りたい情報の内容を具体的に記入願います。）

開　示　の　方　法 １　閲覧・視聴　　　　２　写しの交付　　　１及び２

申出者の区分 本　人　　　　　　　法定代理人

本人の状況 未成年者　　　　成年後見人

本人の氏名

本人の住所

・電話番号 電話番号

※　次の欄は、記入しないでください。

中出者等の確認 １　運転免許証　　　２　旅券　　　３健康保陰核保険者証

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申出資格の確認 １　戸籍謄本　　　　２　その他（　　　　　　　　　　）

備　　　　　考

（注）１　中出の際は、本人であることを証明する書類の掲示が必要です。

　　　２　法定代理人が申出する場合は、（注）１のほか本人との関係を証明するための

　　　　書類の提示が必要です。

　　　３　法人が申出する場合は、本人との関係を証明するために必要な書類及び法人の

　　づ社員であることを証明する書類（身分証明書等）並びに社員にあっては、法人の

　　　　委任状の提出又は提示が必要です。



別紙３

個人情報開示決定通知書

様

一幸発第

　　年

号
日

　
月

社会福祉法人一幸会

　　理事長

　　　　　　年　　月　　日付けで申出あった個人情報の開示については、個人情報規程

第17条第２項の規定により、次のとおり開示することと決定したので通知します。

開示中出に係る
自己情報の内容

個人情報の開示

の日時及び場所

日時 年　　月　　日午前・午後　　　時　　　分

場所

一部について個人

情報を開示しない
理　由 (個人情報規程第13条第１項　　　　号に該当)

担当課等

電話番号

備　　　　　考

（注）１　指定された日時が都合が悪い場合は、あらかじめ担当課等へ連絡ください。

　　　２　当日は、この通知書と中出者本人であることを証明する書類を持参してくださ

　　　　い。

　　　３　代理人が開示を受ける際は、（注）２の書類のほかその資格を証明する書類を

　　　　提示してください。

　　　４　この決定について不服かおる場合は、この決定があったことを知った日の翌日

　　　　から起算して60日以内に理事長に対して異議申立をすることができます。



別紙３の２

個人情報非開示決定通知書

様

一幸会第

　　年

号
日

　
月

社会福祉法人一幸会
　理事長

　　　　　　年　　月　　日付けで中出あった個人情報の開示については、個人情報規程

第17条第２項の規定により、次のとおり開示しないことと決定したので通知します。

開示申出に係る

自己情報の内容

個人情報を開示し

ない理由 (ｲ同人情報規程第13条第１項　　　　号に該当)

担当課等
電話番号

備　　　　　考

　この決定について不服かおる場合は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して60日以内に理事長に対して異議申立をすることができます。



別紙４

　　　　　　　　　　　自己情報訂正等中立書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
社会福祉法人一幸会

　　理事長　　　　　　　　　宛

　　　　　　　　　　　　　　　　　中立者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　個人情報規程第22条第１項の規定により、次のとおり自己の情報について訂正等を中出

ます。

開示を受けた自

己の情報内容

訂正等を求める内容

申出資の区分 本　人　　法定代人

法定代理人が

申出する場合

本人の状況

本人の氏名

本人の住所

・電話番号 電話番号

※　次の欄は、記入しないでください。

申出者等の確認 １　運転免許証　　２　旅券　　３　健康保険披保険者証

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申出資格の確認 １　戸籍謄本　　　２　その他（　　　　　　　　　）

備　　　　　　考

（注）１　訂正等を求める内容が事実に合致することを証明する書類を提出又は提示して

　　　　ください。

　　　２　法定代理人が申出する場合は、（注）１のほか本人との関係を証明するための

　　　　書類の掲示が必要です。

　　　３　法人が中出する場合は、本人との関係を証明するために必要な書類及び法人の

　　　　社員であることを証明する書類（身分証明書等）並びに社員にあっては法人の委

　　　　任状の提出又は提示が必要です。



別紙４の２

個人情報訂正等決定通知書

様

一幸発第

　　年　月

社会福祉法人一幸会
　理事長

号
日

　　　　　　年　　月　　日付けで申出あった個人情報の訂正等については、個人情報規

程第23条の規定により、次のとおり訂正等することに決定したので通知します。

訂正等中出に係る

個人情報の内容

訂正等の内容

及びその理由

一部を訂正客

し　な　い　理　由

訂正等年月日

担当課等

備　　　　　考

　この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して60日以内に理事長に対して異義中立をすることができます。



別紙４の３

　　　　　年　　月

第23条の規定により

個人情報非訂正等決定通知書

様

一幸発第

　　　年

社会福祉法人一幸会
　　理事長

号
日

　
月

　日付けで申出あった個人時報の訂正等については、個人情報規程

次のとおり個人情報を訂正等しないことに決定したので通知します。

訂正等申請に係る

個人情報の内容

個人情報を訂正

等しない理由

担当課等

備　　　　　　考

　この決定について不服かおる場合は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して60日以内に理事長に対して異義中立をすることができます。
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